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第１章 総   論  
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１．１ 計画の位置づけ 

 平成28年５月に公表した、「区政改革計画（素案）」（以下「区政改革計画」と

いう。）では、「社会状況が大きく変化するなか、必要な区民サービスを提供し

つつ施設数・施設面積を可能な限り縮減するために、区民全体の視点で区立施

設のあり方を見直していく」必要があることをお示ししています。 

 区政改革計画に基づき、区立施設の総合的なマネジメントの方針として「練

馬区公共施設等総合管理計画（素案）」（以下「総合管理計画」という。）を策定

します。 

 区立施設の半分以上を占める学校施設について、総合管理計画に基づく個別

計画として、「練馬区学校施設管理基本計画（素案）」（以下「基本計画」という。）

を策定し、今後の具体的な施設整備の方針を定めます。 

 

１．２ 基本計画の計画期間 

 基本計画の計画期間は、総合管理計画と同様に、30年程度を見通したものと

します。 

 

１．３ 実施計画の策定等 

１．３．１ 実施計画の策定 

  平成29年度には、平成30年度（2018年度）から平成39年度（2027年度）ま

での10年間を第１期とした、「（仮称）練馬区学校施設管理実施計画」（以下「実

施計画」という。）を策定します。 

  実施計画では、基本計画で示す今後の学校施設の改築に関する基本的な考

え方に基づき、今後10年間に改築する対象校や改築の時期、方法について明

らかにします。 

 

１．３．２ 適正配置基本方針の策定 

  平成29年度には、基本計画で示す区立小中学校の適正配置の考え方に基づ

き、児童生徒数の動向や学校施設の改築の状況、小中一貫教育の取組などを

踏まえた、具体的な適正配置基本方針（以下「適正配置基本方針」という。）

を策定します。 
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第２章 学校施設の現状と課題  
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２．１ 学校施設の現況 

２．１．１ 区立施設に占める学校施設の規模 

 

【図表１】 

 

出典：練馬区企画部 

 

 

施設種別 施設数 総延床面積(㎡)

小中学校 99 639,699
庁舎等 7 72,263
子どもと青少年の施設 202 68,004
区営住宅 22 63,009
文化・生涯学習施設 24 49,465
スポーツ施設 23 41,105
地域の施設 49 35,291
小中学校以外の教育施設 13 33,046
障害者施設 23 22,127
高齢者施設 23 19,599
産業振興・勤労者福祉施設、集会施設 8 12,667
清掃関連施設 6 12,071
保健相談所 6 8,671
区民事務所、出張所 ※１ 15 6,513
リサイクルセンター 4 3,526
土木出張所、公園出張所 4 1,672
総合福祉事務所 ※１ 2 1,382
その他の施設 164 105,472

施設合計　※２ 694 1,195,583

区立施設および区が保有する施設うち、

学校施設は区立施設全体の延床面積の

54%と大きな割合を占めています。 

46％ 

54％ 
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２．1．2 学校施設の延床面積 

【図表２】 

【単位：㎡】 【単位：㎡】
№ 小　学　校　名 延床面積 № 小　学　校　名 延床面積

1旭丘小学校 6,572 54大泉西小学校 5,717
2小竹小学校 5,371 55大泉南小学校 6,265
3豊玉小学校 5,868 56大泉北小学校 5,659
4豊玉第二小学校 4,885 57大泉学園小学校 5,880
5豊玉東小学校 5,898 58大泉学園緑小学校 5,301
6豊玉南小学校 7,783 59大泉学園桜小学校 4,808

7中村小学校 6,946 60泉新小学校 4,702
8中村西小学校 5,173 61橋戸小学校 5,392
9早宮小学校 5,596 62南田中小学校 6,395
10開進第一小学校 6,827 63南が丘小学校 4,744
11開進第二小学校 5,745 64富士見台小学校 4,850
12開進第三小学校 6,961 65八坂小学校 5,339
13開進第四小学校 5,833 398,953

14仲町小学校 6,045
15南町小学校 5,811
16北町小学校 7,413 2　中学校 【単位：㎡】
17北町西小学校 6,911 № 中　学　校　名 延床面積
18練馬小学校 6,003 1旭丘中学校 7,111
19練馬第二小学校 6,595 2豊玉中学校 6,454
20練馬第三小学校 6,700 3豊玉第二中学校 5,815

21練馬東小学校 6,661 4中村中学校 7,624
22田柄小学校 6,341 5開進第一中学校 8,051
23田柄第二小学校 6,617 6開進第二中学校 7,456
24向山小学校 5,952 7開進第三中学校 6,505
25豊渓小学校 6,232 8開進第四中学校 6,850
26旭町小学校 5,981 9北町中学校 7,670

27高松小学校 6,240 10練馬中学校 7,902
28春日小学校 4,658 11練馬東中学校 7,018
29光が丘四季の香小学校 6,119 12貫井中学校 7,686
30光が丘春の風小学校 6,324 13田柄中学校 7,322
31光が丘夏の雲小学校 7,398 14豊渓中学校 5,310
32光が丘秋の陽小学校 5,695 15光が丘第一中学校 6,590
33光が丘第八小学校 6,246 16光が丘第二中学校 6,765

34石神井小学校 6,614 17光が丘第三中学校 8,617
35石神井東小学校 5,994 18光が丘第四中学校 6,829
36石神井西小学校 5,126 19石神井中学校 8,409
37石神井台小学校 5,293 20石神井東中学校 7,110
38上石神井小学校 6,370 21石神井西中学校 8,491
39上石神井北小学校 6,154 22石神井南中学校 6,075
40下石神井小学校 5,348 23上石神井中学校 6,971

41光和小学校 9,438 24南が丘中学校 6,706
42谷原小学校 8,593 25谷原中学校 6,801
43北原小学校 5,469 26三原台中学校 6,333
44立野小学校 5,441 27大泉中学校 10,962
45関町小学校 6,938 28大泉第二中学校 7,469
46関町北小学校 6,967 29大泉西中学校 6,157

47大泉小学校 6,529 30大泉北中学校 6,142
48大泉第一小学校 6,129 31大泉学園中学校 6,650
49大泉第二小学校 6,725 32大泉学園桜中学校 5,181
50大泉第三小学校 7,072 33関中学校 7,263
51大泉第四小学校 6,276 34八坂中学校 6,451
52大泉第六小学校 4,937 240,746
53大泉東小学校 7,088 639,699合　　　　　　計

小　学　校　計

1　小学校

中　学　校　計
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２．２ 人口と学校施設数 

２．２．１ 人口推計 

 ⑴ 総人口の推計 

   全国的には、既に人口減少局面に入っており、今後も一貫して人口は減

少し続けると見込まれています。練馬区では平成30年代までは増加し、そ

れ以降逓減するものの、減少率は全国に比べて緩やかで、30年後も約71万

人と推計されます。 

   一方で、年少人口はこの先緩やかに逓減し、15年後の平成42年には約６％

減、30年後の平成57年には約13％減、45年後の平成72年には約17％減とな

ります。 

 

【図表３】年少人口の推移 

 

出典：練馬区ビジョン（平成27年12月） 
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 ２．2．２ 児童生徒数と区立小中学校数の推移 

  練馬区の児童生徒数のピークは、小学校児童数は昭和54年（52,452人）、中

学校生徒数は昭和57年（24,114人）で、その後は減少に転じています。現在

の児童数（32,186人）、生徒数（13,748人）はピーク時の約６割となっていま

す。 

  一方で、学校数は、平成22年度に光が丘地域の小学校８校を４校に統合・

再編したことに伴い、小学校は69校から65校に減少しましたが、中学校は34

校を維持しています。 

 

【図表４】区立小学校児童数と区立小学校数の推移 

 
【図表５】区立中学校生徒数と区立中学校数の推移 

 
出典：練馬区教育委員会 

 

現在の児童生徒数はピーク時の約６

割程度となっているが、学校施設数はピ

ーク時とあまり変わっていません。 
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２．2．3 学級規模の分布 

  学校教育法施行規則では、小中学校の適正規模は、１校あたり12～18学級

とされています。練馬区では、平成17年４月に策定した「区立小・中学校お

よび区立幼稚園の適正配置基本方針」に基づき、小学校の19～24学級は許容

範囲としています。平成28年5月1日現在、学級数11学級以下の過小規模に分

類される学校は、小学校で６校、中学校で15校となっています。 

  また、小学校で25学級、中学校で19学級以上の過大規模校に分類される学

校は、小中学校各１校となっています。 

 

【図表６】区立小学校学級規模の分布 

 

【図表７】区立中学校学級規模の分布 

              出典：練馬区教育委員会（平成28年5月1日現在） 
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２．３ 学校施設の建築年次等 

２．３．１ 学校施設の建築年次 

 

【図表８】学校施設の建築年度一覧  

 

№ 学校名 建築年度 № 学校名 建築年度 № 学校名 建築年度

1小竹小学校 36開進第二中学校 70練馬第三小学校

2向山小学校 37豊渓中学校 71南が丘小学校

3上石神井北小学校 38石神井中学校 72谷原中学校

4田柄中学校 39田柄小学校 73早宮小学校

5練馬東小学校 40石神井東小学校 74光が丘秋の陽小学校

6関町北小学校 ※ 41大泉南小学校 75石神井台小学校

7石神井南中学校 42北町西小学校 76橋戸小学校

8石神井小学校 ※ 43大泉第四小学校 77石神井東中学校

9開進第三中学校 44開進第一中学校 78三原台中学校

10上石神井中学校 45仲町小学校 79大泉北中学校

11大泉学園中学校 46高松小学校 80大泉学園緑小学校

12中村西小学校 47南田中小学校 81南が丘中学校

13豊渓小学校 48上石神井小学校 82北原小学校

14立野小学校 49大泉学園小学校 83大泉学園桜小学校 昭55

15旭丘中学校 50泉新小学校 昭44 84大泉学園桜中学校

16貫井中学校 51練馬中学校 85春日小学校

17開進第二小学校 52田柄第二小学校 86開進第三小学校 昭57

18開進第一小学校 53石神井西小学校 87光が丘四季の香小学校 昭58

19練馬小学校 54大泉第六小学校 88光が丘第一中学校

20大泉東小学校 ※ 55中村中学校 89光が丘第四中学校

21大泉中学校 56豊玉小学校 90光が丘春の風小学校

22練馬第二小学校 57南町小学校 91光が丘第二中学校 昭62

23大泉小学校 58下石神井小学校 ※ 92光が丘第三中学校 昭63

24豊玉第二小学校 59八坂小学校 93光が丘第八小学校 平 元

25大泉第二小学校 60北町中学校 94光が丘夏の雲小学校 平  2

26豊玉中学校 61八坂中学校 95光和小学校 平16

27石神井西中学校 62大泉第二中学校 96豊玉南小学校 平22

28北町小学校 63開進第四小学校 97谷原小学校 平24

29旭町小学校 64練馬東中学校 98豊玉第二中学校 平26

30旭丘小学校 65富士見台小学校 99開進第四中学校 平28

31豊玉東小学校 66大泉西中学校 ※

32中村小学校 67大泉西小学校

33関町小学校 68大泉北小学校

34大泉第一小学校 69関中学校 昭50

35大泉第三小学校

昭34 昭41

昭45

昭51

昭52

昭53

昭54

昭59

昭56

6 関町北小学校、8 石神井小学校、20 大泉東小学校、

※現在、改築中または改築予定（5校）

58 下石神井小学校、66 大泉西中学校

昭35

昭36

昭38

昭46

昭48

昭37

昭39

昭40

昭47

昭49

昭42

昭43
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２．３．２ 学校施設の建築後経過年数の状況 

 

【図表９】建築後経過年数別

 
出典：練馬区教育委員会 
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２．４ 学校施設の改築・改修にかかる経費 

 ⑴ 学校施設の改築費用 

   改築を実施した小中学校（４校）の改築費用はつぎのとおりです。 

 

【図表10】学校施設の改築の状況について 

 

 

単位：千円

豊玉南小学校 谷原小学校 豊玉第二中学校 開進第四中学校

11,468㎡ 14,197㎡ 11,373㎡ 14,586㎡

7,783㎡ 8,593㎡ 5,815㎡ 6,850㎡

493人 582人 189人 341人

15学級 19学級 6学級 11学級

校舎・プール 全部改築 校舎のみ 校舎のみ

19か月
（平成21年９月

～
平成23年３月）

46か月
（平成23年６月

～
平成27年３月）

20か月
（平成25年４月

～
平成26年11月）

24か月
（平成26年8月

～
平成28年７月）

設計費 64,915                144,956              117,587              136,297              

工事費 2,006,973            3,506,084            2,348,649            2,365,937            

工事監理費 36,435                23,453                54,863                38,198                

仮設校舎費 350,101              -                        -                        348,732              

合計 2,458,424            3,674,493            2,521,099            2,889,164            

敷地面積

延床面積

児童生徒数

　　　　　※　全部改築（校舎、体育館、プール、中学校は武道場）
　　　　　※　工期には、仮設校舎建設（解体）や校庭整備の期間は含んでいない

　　　　　※　敷地面積・児童数等は平成28年５月１日現在

学級数

事
業
費

改築範囲

工期

1校当たりの改築費用は、校舎のみ

の改築では約 25億円かかり、全部改

築で約36. 7億円かかっていました。

また、仮設校舎の設置費用は、1校あ

たり約3. 5億円かかっています。 
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 ⑵ 過去10年間の改築・改修費用 

   平成18年度から平成27年度までの10年間で、学校施設等の改築・改修に

要した工事費は約332億円で、１年あたり約33億円でした。 

 

【図表11】過去10年間の改築・改修工事費 

 

出典：練馬区企画部  
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過去 10年間の改築・改修実績の

年間平均費用33億円です。 
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 ⑶ 今後30年間の改築・改修費用試算 

   現在の学校施設の機能・規模をそのまま維持するものとして試算（※）

すると、今後30年間に必要となる改築・改修費用は、約3,833億円となり、

一年あたり約128億円となります。 

 

【図表12】今後30年間に必要となる改築・改修経費 

 

出典：練馬区企画部  
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年度あたり平均

費用128億円

現在の学校施設をそのまま改築・改修

するための年間費用約 128億円は、過

去10年間の改築・改修実績の年間平均

費用33億円を大きく上回ります。 

【※費用の試算】 

築15年、30年、45年時に改修（築30年時は大規模改修）を実施し、築

60年で改築することとして試算しました。改築工事単価は330,000円/㎡、

大規模改修工事単価は170,000円/㎡、築15年、45年の改修工事単価は

127,500円/㎡と設定しました。 
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第２章のまとめ 
 

 

  

 

児童生徒数の減少 

・昭和50年代と比べると、児童

生徒数は約６割に減少。 

・年少人口は、今後さらに減少。 

 

学校施設の老朽化 

・区立施設の延床面積の５割超が 

学校施設。 

・築50年以上経過した学校施設 

が約４割。 

 

 

 

 

・1校あたりの改築費用は校舎のみ

で約25億円、全部改築で36.7億円。 

・今後、改築・改修に年間128億

円必要となると試算。過去10年 

間の実績約33億円を大きく 

上回る。 

 

児童生徒数が減少するなか、学校施設は老朽化

しており、経費の負担を軽減しつつ、学校施設を

適切に管理することが求められています。 

学校施設の改築・ 

改修にかかる経費 
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第３章 学校施設の管理に関する方針 
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３．１ 学校施設管理の基本的な考え方 

今後の学校施設の管理にあたっては、児童生徒数の動向、改築の財政負担な

どに配慮し、過小規模の学校を中心とした適正配置を進めます。 

 学校は児童生徒の大切な学びの場です。今、学校施設には、義務教育９年間

を見通した小中一貫教育やＩＣＴを活用した学習、少人数学習、外国語学習の

充実など多様な教育活動に応える環境整備が求められています。 

 改築においては、新たな教育需要への対応とともに、学校施設の標準化を行

い、シンプルかつコンパクトな施設を目指します。 

 学校施設は教育施設であるとともに、地域において最も身近な公共施設です。

改築の際には、周辺の区立施設の状況等を踏まえ、複合化を検討します。 
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学校施設管理基本計画 

３．２ 学校施設管理の進め方 

 

【平成28年度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【平成29年度】 

 

 

 

 

 

 

 

学校施設管理【第３章】 

適 正 配 置 【第４章】 

適正配置基本方針 学校施設管理実施計画 

改築・改修 【第５章】 

新しい教育需要への対応 

学校施設の標準化 

教育環境の充実を図るため、３つの項目を総合的に検討 

複合化 【第６章】 
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第４章 区立小中学校の適正配置の 

考え方 
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４．１ 適正配置の必要性 

平成28年５月１日現在、学級数11学級以下の過小規模校は、小学校で６校、

中学校で15校あり、学校は小規模化しています。 

集団活動や行事が活発に行われ、児童生徒が様々な人とのかかわりの中で学

び、成長していくために、学校には一定程度の児童生徒数と学級数が必要です。 

過小規模校では、集団生活の良さが生かされにくく、学年や学校全体の活気

が低下する傾向があります。特に、単学級ではクラス替えができないため、交

友関係が固定化しやすく、多様なものの見方・考え方にふれる機会が少なくな

ります。また、中学校は教科担任制のため、過小規模校は、教員が少なく、授

業改善の取組や部活動などが制限され、生徒のニーズや興味・関心に十分応え

られない傾向があります。 

一方、小学校で25学級以上、中学校で19学級以上の過大規模校は、小中学校

で各１校あります。教室、体育館、校庭などの施設面に余裕がなく、教室数の

不足により仮設校舎での学習を余儀なくされる場合や、少人数指導や部活動の

スペース、社会科見学や移動教室時の見学場所が制限される場合があります。 

 児童生徒数の動向を踏まえ、学校の適正規模を確保し、児童生徒が良好な教

育環境の中で学び、成長することができるよう、学校の適正配置を進めていく

必要があります。 
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４．２ 適正規模のあり方 

 区立小中学校の適正規模の学級数の基準（※1）は、つぎのとおりとします。 

 ⑴ 小学校 

   全学年でクラス替えを可能とし、同学年に複数の教員を配置するため、

１学年２～３学級を基本とする12～18学級とします。 

   なお、１学年４学級程度であれば、学校運営上支障がないものと考えら

れるため、教室の確保を条件に、19～24学級までは許容範囲とします。 

 ⑵ 中学校 

   生徒同士の交流や、学習面・部活動の充実のためには一定の規模が必要

です。それらを考慮し、１学年４～６学級を基本に12～18学級（※2）とし

ます。    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．３ 区立学校の適正配置の進め方 

４．３．１ 過小規模校 

 ⑴ 統合・再編 

   適正規模を下回る過小規模校は、統合・再編を基本に検討します。 
   統合・再編は、①統合対象としたいずれの学校も廃止し、新校を設置す

る方法、②対象の過小規模校のみを廃止し、近接校の学区域に編入する方

法のいずれかの方法により行います。 
   なお、統合・再編の組合せによっては、適正規模を確保している学校も

統合・再編の対象となることがあります。 
 
 ⑵ 準備期間 

   概ね２年間の準備期間を設けたうえで実施します。 

 

【※1 国の基準】 

学級数の標準規模を、小中学校ともに「12学級以上18学級以下」としてい

ます。（学校教育法施行規則第41条） 

【※2 中学校の適正規模】 

平成17年４月に策定した「区立小・中学校および区立幼稚園の適正配置基

本方針」では、「11～18学級」としていましたが、国の基準に合わせて「12

～18学級」とします。 
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 ⑶ 配慮すべき事項 

 ア 通学区域と通学距離 

   新たな学校の通学区域は、原則として、適正配置の対象校の通学区域を

合わせた区域とします。また、通学距離は、児童生徒の過大な負担になら

ないよう、小学校1,000ｍ、中学校1,500ｍを目安とします。踏切や危険箇

所の横断等については十分配慮し、通学路の安全確保に努めます。 

 

 イ 小中一貫教育 

   区では、９年間を見通した学習指導によって指導方法の工夫や改善が図

られること、異学年交流が児童生徒の人間性や社会性の育成につながるこ

と、小学校と中学校の環境の変化に対し滑らかな接続による安定した学校

生活が送れることなどから、小中一貫教育を進めています。 

   「練馬区小中一貫教育推進方針」（平成 28年 6月）に基づき、小中一貫

教育校の設置も検討します。 

 

 ウ 跡地・跡施設の活用 

   適正配置によって生じる跡地・跡施設は、改築中の仮設校舎としての活

用や、新たな区民ニーズに応える機能への転換などを検討します。 

 

 エ 特別支援学級 

   対象校に特別支援学級が設置されている場合は、原則として、統合新校

に特別支援学級を設置します。ただし、統合新校を設置しない場合や、教

室数など施設の状況等により、周辺校に移設する場合があります。 

 

４．３．２ 過大規模校 

 ⑴ 通学区域の変更 

   適正規模を上回る過大規模校は、通学区域の変更を基本に検討します。 
 
 ⑵ 準備期間 

   概ね１年間の準備期間を設けたうえで実施します。 
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４．４ 現在進めている適正配置の取組（平成28年10月時点） 

 本計画の策定に先立ち、早期に対応する必要がある学校について、適正配置

の取組を進めています。 

 

【旭丘小学校・小竹小学校・旭丘中学校の過小規模への対応】 

 旭丘小学校・小竹小学校・旭丘中学校は、いずれも過小規模となってい

ます。また、小竹小学校と旭丘中学校は改築が必要な時期が迫っています。

そこで、この３校を小中一貫教育校へ再編する方針を定め、より多くの保

護者や地域の方々の意見を伺いながら進めていきます。新たな小中一貫校

は旭丘小学校・中学校の跡地に整備します。 

 小竹小学校の跡施設については、地域の状況や区民ニーズ等を踏まえて、

活用方法を検討します。 

 

 

 

【光が丘第四中学校の過小規模への対応】 

 光が丘第四中学校では、生徒の少人数化が進み、平成21年度から全体で

概ね６学級で推移しており、平成28年度は４学級114人になりました。また、

東京都教育人口等推計では、平成29年度以降も現在の過小規模が続く見込

みです。 

生徒にとって良好な教育環境を提供していくことを第一に考え、光が丘

第四中学校については閉校し、生徒の活躍の場を広げるなど、より良い学

校生活が送れるよう検討していきます。 

 

 

 

【中村小学校の過大規模への対応】 

 中村小学校の平成28年度の学級数は26学級です。また、東京都教育人口

等推計では平成32年度には33学級になることが見込まれ、教室数の不足に

より教育活動に支障をきたすことが見込まれます。そのため、通学区域の

変更を行い教室数の不足を回避します。 
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第５章 改築・改修の考え方 
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５．1 基本的な考え方 

練馬区には、区立小中学校が99校あります。昭和30年代から50年代に毎年複

数校建設されており、築50年以上経過している学校が約４割を占めています。 

学校施設は、他の区立施設と比べて施設規模が大きく、１校あたりの改築費

用が多額となるため、短期間に集中して改築を行うことが困難です。改築にあ

たっては、区の財政状況を踏まえて計画的に実施する必要があります。 

また、新たな教育需要への対応とともに、学校施設の標準化を行い、シンプ

ルかつコンパクトな施設を目指します。あわせて、バリアフリー化やＩＣＴ化、

児童の放課後の居場所の確保など、今後の学校施設に必要な機能を確保してい

きます。 

改築に至るまで安全に使用できるよう、必要な改修工事を行っていくことが

重要です。 
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５．2 学校施設の目標使用年数 

 築50年を目途にコンクリートの圧縮強度、中性化状況（※1）などに基づき長

寿命化の適否を判断します。（耐震診断を実施している場合は、その結果も活用

します。） 

 

 

 

 

 

  

 

 長寿命化に適するものは築60年を目途に改修を行い、目標使用年数を80年（※

2）とします。長寿命化に適さないものは、築60年を目途に改築します。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【※1 中性化状況】 

コンクリートは本来高いアルカリ性ですが、経年劣化等によりアルカリ性

を失い酸性に傾くことを中性化と言います。中性化が進行すると、鉄筋の錆

につながるなど建物の劣化原因となります。 

【※2 目標使用年数の根拠】 

 実際の学校施設の物理的な耐用年数は、適切な維持管理がなされ、コンクリー

トおよび鉄筋の強度が確保される場合には70～80年程度、さらに、技術的には100

年以上持たせるような長寿命化も可能である。 

「学校施設の長寿命化計画策定に係る手引」（平成27年４月文部科学省）から抜粋 
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５．3 多様な教育活動に応える学校施設 

 次期学習指導要領では、いわゆるアクティブ・ラーニング（※）の実践が重要

視されています。今後は、児童生徒が与えられた課題を調べ、議論し、自分の

考えを発表しやすい学習環境を整える必要があります。 

 学校施設では、学習意欲・学習動機が生まれるように整備し、義務教育９年

間を見通した小中一貫教育や習熟度別学習、ＩＣＴ学習への対応など、学習環

境の充実を図ります。また、特定の教科の使用に限定されず、様々な教育活動

において活用できる多目的室を整備します。 

 

 

 

 

 

 

 

５．4 改築の基本的な考え方 

 ⑴ 改築の進め方 

   学校施設は全体の約４割が築50年以上経過しており、今後築60年を迎え

る学校施設が多数あります。また、同時期に建設された学校施設も多くあ

ります。 

   学校施設は他の区立施設と比べ、施設規模が大きく、１校当たりの改築

費用が多額となるため、区の財政に大きな影響を与えます。 

   そこで、財政負担を平準化するため、適切な点検と必要な改修を行いつ

つ、順位付けを行い、概ね年間２校ずつ計画的に改築を進めていきます。 

   なお、学校施設は、耐震診断を行って、必要に応じて耐震補強工事を行

うとともに改築を進めています。耐震補強工事や改築を行った学校施設に

ついては、ＩＳ値0.7以上(※)を確保しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【※IS値（構造耐震指標）】 

文部科学省では、公立学校施設の耐震改修の補助要件として、地震時の児

童生徒の安全性、被災直後の避難場所としての機能性を考慮し、補強後のIS

値がおおむね0.7を超えることとしています。練馬区の小中学校は次回の改築

の際にIS値0.75相当以上とすることを目標としています。 

【※アクティブ・ラーニング】 

教員による一方的な講義形式の教育とは異なり、習熟度別学習やＩＣＴ

学習により、児童生徒が主体的・対話的に学ぶ姿勢を育成すること。 
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 ⑵ 改築の順序 

   改築を計画的に進めるため、以下の点を総合的に考慮して改築の順序を定

めます。 

○学校施設の適正配置 

○小中一貫教育校の設置計画 

○建築年数 

○施設の老朽化の程度 

○体育館が２階以上にある等、避難拠点を運営する上での課題の有無 

○複合化の対象区立施設の有無 

○その他特に配慮を要する事項 

   平成29年度に策定する実施計画では、具体的に改築の順序を検討し、10

年間の改築対象校を選定します。さらに、10年間の改築対象校を前期５年、

後期５年でグループ分けし、概ね年間２校ずつ計画的に改築を実施してい

きます。 

 

⑶ 学校施設の標準化 

   改築にあたり、どの学校も同水準の教育環境を確保した上で、今後の学

校施設に求められる機能を充実します。 

   また１校当たりの改築費用を抑制するために、可能な限りシンプルでコ

ンパクトな学校施設をめざします。 

   このことを実現するために学校施設の標準化を進めます。 

 

 ア 標準化の考え方 

   小学校、中学校別に施設整備の基準とするモデル校を想定します。モデ

ル校の児童生徒数、学級数は区立小中学校の平均的な数を参考に定めます。

モデル校の教室数等の施設内容は、児童生徒数、学級数を踏まえて設定し

ます。 

   また、この基準は現在の制度を前提に設定するものであり、将来的に35

人以下の学級編成になる場合は基準を見直すこととします。 

   実際の改築に当たっては、モデル校の施設内容を基準として、改築工事

完了時の当該校の児童生徒数、学級数の推計値と比較して調整し、適切な

施設内容とすることを基本とします。 

   ただし、この基準は標準教室、標準規模を例示しており、敷地面積など

により適用できない場合もあります。 
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 イ 施設構成の基本的な考え方 

   普通教室１教室の基準面積を設定し、職員室等の管理室、理科室等の特

別教室は、普通教室の面積を基本単位として、規格化します。これにより、

設計期間を短縮するとともに、将来の教室転用が容易に行えるようにしま

す。 

   専門科目に対応するための特別教室は現在の使用状況を踏まえて、必要

な科目と教室数を精査します。また、各学校の施設状況によって整備の状

況が異なる特別教室や小中連携教室、ランチルームなどについては、使用

目的によりルームシェアが可能な多目的室の整備によって代替し、延床面

積の縮減を図ります。 

   少人数学習に必要な教室を整備するほか、ＩＣＴ学習の機能を含め図書

室の機能を充実します。教育相談室を整備するとともにエレベーターやだ

れでもトイレを設置します。 

   学校施設は災害時には避難拠点となるため、防災備蓄倉庫を設置します。 

また、小学校には、児童の放課後の安全な居場所としてねりっこクラブ（※）

で使用できるスペースを設けます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑷ 施工中の教育環境の配慮 

   学校施設の改築には着工後３年程度を要するため、その間の代替施設と

して、当該校の校庭に仮設校舎を整備することが必要となります。そのた

め、施工中の校庭の利用が大幅に制約されることになるほか、多額の仮設

校舎の整備費用を要するなどの課題が生じています。 

   今後の改築においては、学校の適正配置を実施した結果、空き施設とな

る校舎を、児童生徒の通学距離を考慮した上で、工事期間中の仮校舎とし

て活用することを検討します。 

   また、仮設校舎を校庭に整備する場合においても、近接校や他の区立施

設等において、運動場や体育館、プールなどを一時利用するなど、児童生

徒の教育環境の確保を図りながら、仮設校舎の使用期間をなるべく短縮で

きるよう検討します。 

【※ねりっこクラブ（練馬型放課後児童対策事業）】 

小学校の施設を活用して、「学校応援団ひろば事業」と「学童クラブ」のそれ

ぞれの機能や特色を維持しながら、事業運営を一体的に行うものです。 

 実施校の児童なら誰でも利用できる「ねりっこひろば」と、保育を必要とす

る児童を対象とした「ねりっこ学童クラブ」があり、児童の成長などに合わせ

て選択することができます。 
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５．5 改修の基本的な考え方 

 20年ごとを目途に、外壁、屋上防水および電気・機械設備等の改修工事を実

施します。また、40年目にはこの改修に加えて、電気配線、空調の配管、給排

水の配管等の改修を行います。長寿命化に適するものは、60年目を目途に20年

目と同等の改修を行います。 

 学校施設はその特性上、工事のために長期間休校することができないため、

改修工事は夏季休業期間などを利用して行うことになります。限られた期間の

中ですべての改修項目を実施することができない場合、改修工事が複数年にま

たがることがあります。 

 劣化状況については、日常点検、法定点検により不具合の兆候を確実に把握

します。 

 照明設備のＬＥＤ化など、省エネルギー型設備を可能な限り導入します。 

 

 

○改修工事の項目 

建築工事 外壁・屋上防水、プール改修 

電気設備 変電設備、電灯設備・動力設備、照明器具・防災設備 

機械設備 空調・換気設備（機器）、給排水（機器）、トイレ設備、 

     プール濾過器 

 

 

○40年目に加えて行う改修工事の項目 

建築工事 外部建具、バリアフリー対応 

   電気設備 配線 

   機械設備 空調（配管）、換気設備（ダクト）、給排水（配管）、 

        校庭散水設備 

 

 トイレについては、平成29年度に、全ての小中学校において、少なくとも１

系統の洋式化・ドライ化（※）を完了します。残りのトイレについても計画的に

改修を進めます。 

 

 

   

【※ドライ化】 

床を水で洗い流すウェット式と異なり、ビニル系床材を用い、水や洗剤によ

る洗浄作業を極力減らしながら床面の美観を維持する方法。 

床面を乾燥させることにより、雑菌の繁殖を防止し、衛生的に保つことがで

きる。 
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５．6 学校施設に求められる機能等への配慮 

 ⑴ 災害時の避難拠点としての機能 

   すべての学校施設は、大地震が発生した場合の避難所および防災活動の

拠点として「避難拠点（※）」に位置付けられています。 

   改築にあわせて体育館や備蓄倉庫を地上階に整備します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑵ エネルギー対策 

   練馬区エネルギービジョンに基づき、学校施設の規模・構造・立地特性、

費用対効果等を勘案しながら、分散型エネルギー設備、ＬＥＤ照明や雨水

を利用したトイレなど省エネルギー型設備を可能な限り導入します。 

   学校施設の災害時におけるエネルギーセキュリティをさらに高めること

を目指し、緊急電源となる車両から電力を取り出す外部電力供給設備や蓄

電池と組み合わせた太陽光発電の設置を進めます。 

 

 ⑶ 緑化 

   学校のみどりは、児童生徒の情操を育み、快適な教育環境を創り出しま

す。改築にあたっては、可能な限り敷地の緑化、屋上緑化、壁面緑化を進

めます。 

 

⑷ 雨水流出の抑制 

   建物や棟間、駐車場などに雨水貯留浸透施設を設置します。 

 

 

  

【※避難拠点】 

練馬区では、全区立小・中学校を避難拠点として位置付けており、避難所と

防災拠点の両方の機能を備えた避難所をいう。地震による避難所としては、家

屋の倒壊、焼失等で被害を受けた者または現に被害を受けるおそれのある者を

一時的に受入れするために開設する。避難拠点は、地震による避難所としての

機能の他に、区の防災活動の拠点としての機能ももっている。 

                （練馬区地域防災計画から抜粋） 
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第６章 複合化の考え方 
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６．1 基本的な考え方 

 学校施設は教育施設であるとともに、地域で最も身近な公共施設です。学校

施設では放課後児童の健全育成事業が行われているほか、校庭開放や体育館開

放、地区祭など地域の住民にも利用されています。 

 周辺の区立施設との複合化は、個別に整備するよりも区民サービスの向上や

区全体の改築・改修費用の抑制につながります。 

 周辺区立施設との複合化を進めます。 

 

６．２ 複合化する施設 

 ⑴ 防災備蓄倉庫 

   学校は災害時の避難拠点としての役割を担っています。学校施設の改築

時には防災備蓄倉庫を整備します。配置場所は、体育館館内やその近くな

ど、災害時の対応を考慮した場所とします。 

 

 ⑵ ねりっこクラブ 

   小学校ではすべての小学生を対象に放課後の居場所づくりとして、「ねり

っこクラブ」の設置を進めています。「ねりっこクラブ」専用の活動スペー

スを確保します。 

 

 ⑶ 周辺区立施設 

   周辺区立施設を可能な限り複合化します。 

 

６．3 複合化において留意すべき事項 

 複合化にあたっては、学校運営や教育活動に配慮して行うこととします。 

単に校地面積の大きさではなく、今後の児童生徒数の推計値や児童生徒一人当

たりの校地面積、校地の形状などを考慮します。 

 複合化後の学校施設と周辺区立施設は区分して管理します。 
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